
誓約書の誓約内容について 

 

誓約書は、実線のワクで囲った温泉法第１５条第２項第１号から第３号に該当していな

いものであることについて、誓約して下さい。 

 

温泉法（昭和二十三年七月十日法律第百二十五号） 

 

（温泉の利用の許可） 

第十五条 温泉を公共の浴用又は飲用に供しようとする者は、環境省令で定めるところに

より、都道府県知事に申請してその許可を受けなければならない。  

２  次の各号のいずれかに該当する者は、前項の許可を受けることができない。  

一  この法律の規定により罰金以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又はその執行

を受けることがなくなつた日から二年を経過しない者  

二  第三十一条第一項（第三号及び第四号に係る部分に限る。）の規定により前項の許

可を取り消され、その取消しの日から二年を経過しない者  

三  法人であつて、その役員のうちに前二号のいずれかに該当する者があるもの  

３  都道府県知事は、温泉の成分が衛生上有害であると認めるときは、第一項の許可をし

ないことができる。  

４  第四条第二項及び第三項の規定は、第一項の許可について準用する。この場合におい

て、同条第三項中「温泉の保護、可燃性天然ガスによる災害の防止その他公益上」とあ

るのは、「公衆衛生上」と読み替えるものとする。  

 

（許可の取消し等）  

第三十一条  都道府県知事は、次に掲げる場合には、第十五条第一項の許可を取り消すこ

とができる。  

一  公衆衛生上必要があると認めるとき。  

二  第十五条第一項の許可を受けた者が同条第二項第一号又は第三号のいずれかに該

当するに至つたとき。  

三  第十五条第一項の許可を受けた者がこの法律の規定又はこの法律の規定に基づく

命令若しくは処分に違反したとき。  

四  第十五条第一項の許可を受けた者が同条第四項において準用する第四条第三項の

規定により付された許可の条件に違反したとき。  

２  都道府県知事は、前項第一号、第三号又は第四号に掲げる場合には、温泉源から温泉

を採取する者又は温泉利用施設の管理者に対して、温泉の利用の制限又は危害予防の措

置を講ずべきことを命ずることができる。  

 

温泉法の条文は以下に全文掲載されています。 

http://law.e-gov.go.jp/htmldata/S23/S23HO125.html 


